


■ 単体自己資本比率・TierⅠ比率の推移�
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■ コア業務純益の推移�
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■ 経常損益と当期純損益の推移�
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経常損益…▲１２億円　当期純損益…▲２０億円�

自己資本比率（単体）…１１．２６％� 格付け（※）…Ａ＋�

　銀行の安全性を示す自己資本比率は、赤字計上に
よる自己資本額の減少および貸出金の増加にともな
うリスクアセットの増加により、前期末比０．７１ポイント
低下し、１１．２６％となりましたが、国内基準行に求めら
れる４％を大きく上回っております。自己資本における
基本的項目から構成されるＴｉｅｒⅠ比率は１０．５５％とな
っており、地銀平均に比べ高い水準を維持しております。�
　また、自己資本の内訳についても、劣後債等による
調達は行っておらず、Ｔｉｅｒ１は普通株と剰余金による
構成となっており、健全性は十分に保たれております。�

　当行は、日本格付研究所（ＪＣＲ）から長期優先債務

について格付けランクの上位に位置する「Ａ+」を取

得しております。�

　「Ａ」は、「債務履行の確実性は高い」と定義されて

おり、当行の財務内容の健全性が評価されていること

を示しております。�
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【格付け】�

�

コア業務純益（※）…９１億円�
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収益性・健全性�

　格付けとは企業が発行する債券が「約束通りに元本および利息が支
払われる確実性の程度」を利害関係のない第三者（格付け会社）が判
断し、その結果を簡潔な記号にしたものです。�
　なお、このランクが上位に位置するほど安全性が高いとされています。�

　コア業務純益は、投資信託の販売手数料収入の減少

を主因とした役務取引等収益の減収や、新システム導入

に向けた端末機更新にかかる物件費の増加などにより、

前期比１１億円減少し、９１億円となりました。�

　経常損益は、世界的な金融危機の影響による株式市場
の低迷をうけて、大幅な有価証券の減損処理（※）等を
実施したほか、景気の動向等を踏まえて予防的に貸倒引
当金の積増しを行うなど、不良債権処理費用が増加したこ
とから、前期比８８億円減少し、１２億円の損失となりました。�
　以上により、当期純損益は前期比５４億円減少し、２０億
円の損失となりました。�
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【コア業務純益】�
　銀行の本来業務（預金、貸出、為替、有価証券など）から得られた利益
である「業務純益」から、期ごとに特殊な要因で大きく変動する「一般貸
倒引当金繰入額」と「国債等債券関係損益」を除いたもので、「銀行の基
本的な利益」を示します。�

【有価証券の減損処理】�
　保有する有価証券について、期末の時価および純資産額が簿価に比べて一定以
上低下した銘柄について、回復する見込みがなければその差額を評価損として利
益から差し引くことをいいます。当行では、「その他有価証券」で時価のあるものの
うち、期末日における時価が取得原価に比べて３０％以上下落し、時価が取得原価ま
で回復する見込みがあると認められないものについては減損処理を行っております。�



■ 預金残高�

■ 秋田県内シェア（金融機関別）� ■ 預金者別� ■ 県内外別�

■ 預り資産残高の推移�
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預金・預り資産の状況�

用語解説�

預金の状況�

預り資産残高の推移（※）�

　法人預金が減少したものの、個人預金および公金預

金が増加したため、預金・譲渡性預金の期末残高は、

前期末比５１３億円増加し、２兆９４９億円となりました。�

　平成２１年３月末の預金・譲渡性預金残高に占める

秋田県内残高の割合は８９．９％となっております。�

　また、預金残高の秋田県内におけるシェア（平成２１

年３月末）は、５４．６％と高い水準を維持しております。�

　預り資産残高は、生命保険については増加しましたが、

世界的な金融市場の混乱にともない、投資信託につい

ては、販売の低迷および基準価格の低下により残高が

減少したため、前期末比６３億円減少し１，８１２億円とな

りました。�

他行・・・・・・・・都銀・地銀・第二地銀�
その他・・・・・信用金庫・信用組合�
譲渡性預金は含まれておりません。　［資料：預金・貸出金一覧〈㈱日本金融通信社〉ほか］�
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法人�
4,391億円�
（21.0％）� 個人�

14,530億円�
（69.4％）�

その他�
2,028億円�
（9.6％）�

秋田県内�
18,825億円�
（89.9％）�

秋田県外�
2,124億円�
（10.1％）�

当行�
54.6％�

他行�
36.0％�

その他�
9.4％�

県内預金内訳�

うち個人�
13,339億円�
（70.9％）�

うち法人�
3,536億円�
（18.8％）�

その他�
1,950億円�
（10.3％）�

県内預金内訳�

※　公金預金とは、一般的に国や公共団体などが行っている民間

　銀行への預金をいいます。�

【預り資産】�
　預金のほか公共債、投資信託、生命保険など金融商品を総

称して「預り資産」と呼びます。個人年金保険、一時払終身保

険を総称して「生命保険」と呼んでおります。�



■ 貸出金残高�

■ 秋田県内シェア（金融機関別）� ■ 貸出先別� ■ 県内外別�

＜21年3月末＞�
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　　［資料：預金・貸出金一覧〈㈱日本金融通信社〉ほか］�
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地方公共団体�
その他�
合計�

153,500�
2,968�
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30�
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70,527�
83,180�
61,133�
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貸出金の状況�

貸出金の状況�

個人ローンの状況� 業種別貸出金残高の状況�

　地方公共団体向け貸出金が減少したものの、事業

先および個人向け貸出金が増加したため、貸出金の期

末残高は前期末比６２９億円増加し、１兆３，７２３億円とな

りました。�

　平成２１年３月末における貸出金残高に占める中小

企業等向け貸出金の割合は６１．３％となっております。�

　また、貸出金残高の秋田県内におけるシェア（平成

２１年３月末）は、５０．３％と高い水準を維持しております。�

（単位：百万円・％）�

　個人ローンは、住宅ローンが前期末比７０億円増加

したことを主因として、前期末比６７億円増加いたしま

した。�

中小企業向け�
5,016億円�
（36.6％）�地方公共団体向け�

2,429億円�
（17.7％）�

個人向け�
3,389億円�
（24.7％）�

その他�
2,889億円�
（21.0％）�

他行�
40.3％�

その他�
9.4％�

当行�
50.3％�

秋田県内向け�
9,864億円�
（71.9％）�

秋田県外向け�
3,859億円�
（28.1％）�

県内向け貸出金内訳�

うち個人向け�
3,164億円�
（32.1％）�

うち中小企業向け�
3,576億円�
（36.2％）�

その他�
（地公体ほか）�
3,124億円�
（31.7％）�

中小企業等向け貸出金�
61.3％�
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■ 償却・引当の状況�

金融再生法開示債権に対する保全の状況�

区　分�

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権（※）�

（1.94％）�

危険債権�

要管理債権�

合　計�

残高�
（Ａ）�

保全�
（Ｂ＋Ｃ）＝（Ｄ）�担保・保証等（Ｂ）�貸倒引当金（Ｃ）� 保全率�

270�

348�

10�

628

270�

292�

4�

566

99�

219�

3�

321

171�

73�

1�

245

100.00�

84.03�

36.00�

90.10

（注）１　単位未満四捨五入　　２　保全率＝（Ｄ）÷（Ａ）×100�
�

正常債権�
1兆3,246億円�
（95.48％）�

（単位：億円）�

（％）�

（0.07％）�

（2.51％）�

（21年3月末現在）�■ 金融再生法開示債権の状況�

　当行では、従来から貸出資産の健全化に積極的に取

り組んでおります。具体的には、本部内に設置している「企

業経営支援室」をはじめ、各営業店において企業の経営

改善に向けた各種支援活動を積極的に行っております。�

　平成２１年３月期については、秋田県内の景況悪化にと

もない予防的な貸倒引当金の積み増しを行ったことから、

与信費用は前期比５２億円増加し７７億円となりました。�

　また、平成２１年３月末の不良債権額（金融再生法開示

債権ベース）は６２８億円ですが、この不良債権が将来回

収不能となった場合の備えである保全額（貸倒引当金、

担保・保証）は５６６億円であり、その保全割合（カバー率）

は９０．１０％と、高い水準を確保しております。�

　なお、金融再生法開示債権のうち、要管理債権（※）

および危険債権（※）は、現在事業を継続されているお

取引先への債権ですので、すべてが回収不能に至るも

のではありません。仮に、金融再生法開示債権がすべて

回収不能になった場合、追加で必要な不良債権処理費

用は６２億円（金融再生法開示債権６２８億円－保全額５６６

億円）ですが、純資産の部の「利益剰余金」（８７６億円）

だけでも十分対応可能です。�

用語解説�
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資産の健全化�

【要管理債権】�
　3か月以上延滞債権および貸出条件緩和債

権（金利の減免や利息の支払い、元本の返済

を猶予した貸出金など）です。�

【危険債権】�
　お取引先の財政状態および経営成績が悪化

し、契約にしたがった債権の元本回収および利

息の受取りができない可能性の高い債権です。�

【破産更生債権及びこれらに準ずる債権】�
　破産・民事再生法等により経営破綻となった

お取引先に対する債権およびこれらに準ずる

債権です。�



自己査定における債務者区分別（償却後）�
〈対象：総与信 ※〉� 金融再生法に基づく開示債権�

〈対象：総与信 ※〉�
リスク管理債権�
〈対象：貸出金 〉�

破綻先　99

実質破綻先�
171

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

270

危険債権�
348

延滞債権�
515

3カ月以上延滞債権　─�

貸出条件緩和債権　10
要管理債権�
10

小計�
628

破綻懸念先�
348

要注意先�
1,096

正常先�
12,161

正常債権�
13,246

12,161

要管理先�
15

要管理先�
以外の�
要注意先�
1,081

Ⅲ分類� Ⅳ分類�

66 32

125 46

189 103 56

524 572

─�

─�

─�

─�

─�

合計�
13,874 13,065 753 56

破綻先債権　98

合計�
624

合計�
13,874

合計�
624

（部分直接償却した場合）�
不良債権比率　3.35％�

（部分直接償却した場合）�
不良債権比率　3.33％�

  ※総与信：貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返�

（単位：億円／※単位未満四捨五入）�資産内容の開示における基準別比較表（平成21年3月末）【単体】�

非分類� Ⅱ分類�

不良債権比率　4.52％� 不良債権比率　4.54％�

自己査定（※）結果と開示基準別比較表�
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〈リスク管理債権〉�
【破綻先債権】�
　自己査定結果等に基づき未収利息を収益不
計上とした貸出金のうち、民事再生等の法的手
続きが取られているか、または手形交換所の取
引停止処分を受けたお取引先に対する貸出金�
【延滞債権】�
　自己査定結果等に基づき未収利息を収益不
計上とした貸出金のうち、「破綻先債権」に該当
しない貸出金�
【3ヵ月以上延滞債権】�
　元金または利息の支払いが、３ヵ月以上滞っ
ている貸出金（破綻先債権・延滞債権を除く）�
【貸出条件緩和債権】�
　経済的困難に陥ったお取引先の再建・支援
をはかるために、金利減免や返済方法の変
更等を行っている貸出金（破綻先債権・延滞債権・
３ヵ月以上延滞債権を除く）�

〈債務者区分〉�
【破綻先】�
　破産、民事再生等により、経営破綻に陥っているお取引先�
【実質破綻先】�
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深
刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがないと認められる等、
実質的な経営破綻に陥っているお取引先�
【破綻懸念先】�
　現状、経営難の状況にあり、今後、経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められるお取引先�
【要管理先】�
　要注意先のうち、３ヵ月以上延滞または貸出条件を緩和してい
る（金融再生法開示債権のうち要管理債権に該当する）お取引先�
【要管理先以外の要注意先】�
　今後の管理に注意を要するお取引先�
【正常先】�
　業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段問題がないと認め
られるお取引先�

〈分類区分〉�
【非分類】�
　回収の危険性または価値の毀損
の危険性について問題のない資産�
【Ⅱ分類】�
　債権保全上の諸条件が満足に充たさ
れないため、あるいは信用上疑義が存す
る等の理由により、その回収について通
常の度合を超える危険性を含むと認
められる債権等の資産�
【Ⅲ分類】�
　最終の回収または価値について重大
な懸念が存し、したがって損失の発生の
可能性が高いが、その損失額について合
理的な推計が困難な資産�
【Ⅳ分類】�
　回収不能または無価値と判定される
資産�

【自己査定】�
　自己査定とは、当行が保有する資産を個別に検討して、回収の危険
性または価値の毀損の危険性の度合いにしたがって分類区分すると
ともに、金融再生法開示債権等を開示するための基礎となるものです。
具体的には、お取引先について、その財務状況、資金繰り、収益力等に
より返済能力を判定し、その状況により「正常先」、「要注意先」（要管
理先とその他の要注意先）、「破綻懸念先」、「実質破綻先」、「破綻先」
に区分し、担保や保証等の状況を勘案のうえ債権の分類を行います。�

　当行では、一層の経営の透明性確保のため、「自己

査定における債務者区分別」（破綻先、実質破綻先、破

綻懸念先、要注意先、正常先）の開示を行っております。�

　「自己査定結果と開示基準別比較表」は次のとおり

です。�

用
語
解
説�

用
語
解
説�


